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4～8月時点で月100時間超２名、80時間超２４名！
知事、副知事、幹部職員は長時間労働、是正のための“真の覚悟”を示すべき！
2025基本要求交渉スタート、次世代育成支援や再任用職員の処遇改善、猛暑下対策等を要求

自治労県職労は10月31日の基本要求交渉終了後に労務担当局長に対して、「長時間・過重労働の根絶を求める要求書」の提出交渉を行いました。
　これは、今年度、月100時間を超える長時間・過重労働が再び発生し、80時間超も増加している中で、当局の労働時間管理が十分機能しておらず、知事以下の遵法意識が感じられないことから、緊急に要求書を提出し交渉を行ったものです。
要求項目
１．今回月100時間超の時間外勤務が再び発生したことを踏まえ、知事、副知事、環境農政局長は、自身の反省と再発防止策を回答すること。
２．所属長は原則毎週月曜日に前の週の所属全職員のパソコンログを確認すること。

３．パソコンログにより、週10時間以上の時間外の在庁が確認できた職員がいる場合は、ＧＬ（課長等）、本人にその理由を確認すること。

４．以降も同様の状況が継続する可能性がある場合は、必要な人員を確保するか、当該業務の廃止、中止、延期を含めて業務の見直しを図ること。

５．局長は、副局長、部長等と分担し、毎週前の週の局内全職員のパソコンログを確認すること。

６．パソコンログにより、週10時間以上の時間外の在庁が確認できた職員がいる場合は、所属長にその理由を確認し、以降も同様の状況が継続する可能性がある場合は、必要な人員を確保するか、当該業務の廃止、中止、延期を含めて業務の見直しを所属長に指示すること。

７．知事は人員、予算の対応ができない限り、年度途中で新たな業務は命じないこと。

８．副知事、局長、部長、課長は、年度当初に想定していない業務の指示が知事からあった場合は、人員、予算等の条件が整わない限り、指示を撤回するよう知事に要請すること。
～執行部発言要旨～
○今年度始まって間もない時期に100時間超勤務が発生したことについて、極めて腹立たしい思いしかない。次回の働き方改革推進本部会議で、どのような総括がされるのか、全職員が注目していることを肝に銘じるべきだ。

○今回の要求内容が極めて厳しいことは重々承知しているが、これまでの取組では改善を望めないのは明らかだ。職員の声に真剣に耳を傾け、具体的な解決策を年内中に明らかにするよう強く求める。（了）
重点要求項目
１．生活条件の改善～物価上昇下の賃金改善、非正規職員、子育て・介護を担う職員に寄り添った制度の確立を！
〇物価上昇を踏まえて、すべての年代において、実質的に賃金が引き上げとなるよう改善すること。
〇職員公舎がない状況を踏まえ、住居手当を大幅に改善すること。

〇通勤手当について、国に遅れることなく、見直しを行うこと。

〇会計年度任用職員の療養休暇を常勤職員と同様の日数とするとともに、全期間有給化すること。

〇介護のための短時間勤務制度及び部分休業制度を導入すること。

〇短期介護休暇を一人年間10日に改善すること。

〇育児休業取得者の勤勉手当算定にあたっての期間率を改善すること。

２．健康で働き続けられる労働条件の確立～健康で働くためには人員確保が基本！

〇常態的な超勤職場には、適正な人員配置を行うこと。最低限、各所属の総時間外勤務時間に相当する人員を増やすこと。
〇大量の欠員の原因と人員確保策の提示し、自治労県職労と対策について協議すること。

〇「離職者再採用制度」を導入し、介護を理由にした離職者や若手の中途退職者が再採用を求めている時の対応を講じて人員確保を図ること。

３．労働安全衛生の確立～猛暑下の対応は待ったなし！

〇恒常的な時間外勤務や時差出勤においても、職員の労働安全衛生を確保するめに、時間外においても空調設備を稼働させること。
〇猛暑下で作業する職員の作業着について、形状、機能など見直しを図ること。

〇熱中症警戒アラートが発令された際には、緊急時を除き、屋外作業を行わせないこと。

〇避難訓練において、障害者に対して必要なサポートを検証し、全員が安全に避難できる体制を整備すること。

４．仕事を進める条件の整備～中途採用者の処遇改善は人材確保の最低条件！
〇中途採用者の昇格運用について、前職での経験年数を昇任・昇格に必要な在職年数に加算するなど、抜本的に改善すること。
〇人事異動内示を他都道府県の状況を参考にし、３月中旬とすること。

〇人事評価システム導入時の「いたずらに差をつけるものではない。人材育成のための制度である。」との確認どおり、誰もが納得し、やる気になる評価となっているか検証し、検証結果に基づき適正に運用すること。また、人事評価結果の開示を徹底すること。

〇専門的な知識や経験が必要とされる専門職的な事務職員の人材育成方針を確立すること。
５．だれもが快適に働ける環境の整備～カスハラ対策は雇用者の義務！

○時差出勤に対応した空調の運転を行うこと。
○セキュリティゲートについては、職員のみならず県庁舎を利用するすべての方が不自由なく利用できるよう、本庁舎西側又は南側にＱＲコード発券機を設けるなど、必要な改善を行うこと。

○公務員へのカスハラが多発していることから、職員を守るための対策を速やかに講じること。

６．次世代育成支援について～少子化対策のためには「できない」は通用しない！
〇産前産後休暇、育児休暇に入る職員に対して、休暇制度や共済手続き、福利厚生制度について十分な説明を行うこと。
〇育児休業承認の辞令交付が取得開始日の直前のため、地方職員共済組合への育児休業手当金の申請が遅くなり、手当金の受給が数か月遅れになることから、育児休業承認の辞令交付を早期に行う等の措置を実施し、育児休業開始月から手当金の支給がなされるよう地方職員共済組合側と調整すること。

７．福利厚生等について～これ以上弁当業者を減らさないで！

〇庁舎建設・再編にあたっては、組合と協議し、法定の休養室はもとより、職員が気分転換できる場や食堂、売店等を確保すること。
特に、東庁舎内に設置する予定の飲食店については、職員の福利厚生に寄与するものとすること。

〇各庁舎での弁当等の販売は、職員の福利厚生にとって不可欠であり、廉価で販売している業者については、使用料を免除すること。

８．再任用制度について～半分の収入で一人前以上働く再任用職員は我慢の限界！
〇定年延長後の職員と再任用職員の間に格差が生じないよう、賃金・労働条件等の制度の見直しを行うこと。
〇扶養手当、住居手当等の生活関連手当を支給すること。

〇一時金の支給月数について、定年延長職員と同様の支給月数とすること。
９．会計年度任用職員制度等について～安定した雇用を創設するのが行政の責務！
〇会計年度任用職員の任用について、希望する者が働き続けられるよう、名簿登載方式の導入など、任用方法を見直すこと。また、３年ごとの公募は、総務省通知に基づき、廃止すること。
〇臨時的任用職員を含めて、労働契約法、男女雇用機会均等法などにより「無期転換ルール」等民間の非正規労働者が保証されている権利を保障すること。

10．ノーマライゼーションの推進について～障害のある職員が安心して働けるよう！

〇人事異動にあたっては、電話交換職等の現業職を含め、障害による通勤等の困難性を踏まえ、できるだけ本人の希望を尊重し、早期に内示等を行うこと。
〇障害のある職員が交通用具を利用して通勤する際の有料道路利用については、支給要件を撤廃し、本人申請を原則とすること。

〇加齢等による障害の進行等により、当事者が「合理的配慮」を求めた場合は、法の精神に従い誠実に対応すること。

〇災害時等に安全に避難できるよう、借り上げ庁舎を含めてすべての庁舎において階段の両側に手すりを設置するとともに、障害者が不安を感じないような避難方法を確保すること。

〇知的障害者や精神障害者の雇用にあたっては、本人の希望、専門家の助言等に基づき、ジョブコーチ等を配置するとともに、本人及び職場からの相談窓口を設置すること。

〇すべての職員に対して、知的障害者や精神障害者への正しい認識が持てるよう研修を行うこと。

特に、知的障害者、精神障害者が配属される所属及び同一庁舎の所属、業務上関係する所属の職員に対しては、具体的な対応についてもきめ細かな研修を行い、ともに働きやすい職場の構築を行うこと。

〇今後の障害者雇用のあり方について、障害当時者や障害者団体を含めて検討を行うこと。

団生割戻金のお知らせ
今年度のじちろう団体生命共済割戻金

を１１月２９日（金）にご指定の口座に振り込む予定です。

退職予定の方はご連絡をお願いします！





2025基本要求交渉が


スタートしました！





自治労県職労は10月31日、「2025年度基本要求書」を労務担当局長に提出し、交渉を行いました。











